
第5章 情報ネットワーク社会における公共圏
ハーバーマス理論の応用に向けての試論ー一

l はじめに

公共圏概念の位置一一

ハーバーマスの知的履歴の出発点に位置する著作『公共性の構造

転換』 (Habermas[1962] 1990= 1994)で提示された公共圏 (Offentlichkeit)

をめぐる議論は、この概念がpubicsphereという訳語とともに導入

された英語圏をも含めて、今日に至るまで広範な影響や批判を呼び

起こしてきた。ハーバーマス自身によるそれ以後の公共圏論の展開

も含め、それらの議論の多くは、社会におけるメディアの機能ない

し役割というフランクフルト学派の伝統的なテーマのひとつの延長

線上に展開されてきたといえる。すなわち、一方では政治的支配の

道具としてのメディア、他方では民主的な意志形成の基盤（すなわ

ち公共圏の基盤）としてのメデイアという、相反する二つのイメージ

の振幅の中でそれらの議論は展開されてきたのである。

『公共性の構造転換』における歴史的メディア像は、この振幅の

両端を最初から含んでいた。すなわち、初期市民社会における公共

圏の基盤としてのメディアから、後期資本主義社会における政治的

（および経済的）支配の道具としてのメデイアヘという、すなわちメ

ディアの世論形成機能の衰退というネガティブな通時的変化がそこ

では語られていたのである。この『公共性の構造転換』以来現在に

至るまで、現代における批判的公共圏の「再建」という課題は、ハ

ーバーマスにとって根底的に重要な課題でありつづけてきた。なぜ

なら公共圏は、「未完のプロジェクト」としての近代の救済をめざ
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すハーバーマスの思想的志向の中にあって、救済すべき「近代」の

中核をなすコミュニケーション的合理性が実現されうる甚盤として

つねに位置づけられてきたからである。

本書とくに第3章で検討してきた、パソコン通信やインターネッ

トに批判的公共圏の再建の可能性を見いだそうとする一連の議論

は、初期市民社会の活字メデイア、あるいはそれ以前に市民の議論

の場となっていたサロンやカフェという物理的空間にみられた世論

形成の潜在力を、新しい双方向的メディアとしてのCMCネットワ

ークの中に再発見しようとするアプローチとして位置づけることが

できる。

やはり本書でたびたび指摘してきたように、こうした議論を技術

決定論ないしメデイア決定論的な視点から理解すべきではないだろ

う。単に技術的基盤を一方向的なマス・メデイアから双方向・多方

向的なインターネットに置き換えさえすれば、そこに自律的で批判

的な公共圏が出現するはずだという発想がありうるとしたら、それ

は技術決定論であり、かつ素朴な楽観論でしかない。社会空間とし

てのインターネットは、（第 1章で述べたように）きわめて多くのアン

ビヴァレンスと未知数を抱えている。それゆえ、現在の時点でイン

ターネット空間における公共圏の展開の可能性という問いに対して

結論的な解答を求めるのは時期尚早であるといわざるをえない。ハ

ーバーマス自身が慎重に、「インターネットは……生活世界への順

応に強く抵抗しているが、こうしたインターネットがどのような精

神的影響を生み出すことになるのか、これはいまなお評価するのは

困難である」（ハーバーマス 1999:72-3) と述べているのは妥当であろ

っ。
こうした現状においてまず必要とされるのは、第一にインターネ

ット空間における批判的公共圏の形成の可能性という問いそのもの

を、理論的な枠組の中で明確に分節化していく作業であり、第二に、
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その可能性の発現と解釈できるような経験的事例を通した考察を深

めていくことである。本章の目的は、この二段階のアプローチによ

って、インターネット空間における公共圏の構想をハーバーマスの

公共圏論の応用の試みとして展開することである。

以下、第2節では、まず公共圏概念をインターネット空間に適用

するための準備作業として、ハーバーマスの公共圏概念の特性を検

討し、第 3節ではそれを踏まえ、インターネット空間における批判

的公共圏の形成の可能性について理論的に考察する。そして第4

節•第 5 節では経験的事例の検討を通して、第 3 節での理論的考察

を検証していく。最後に第6節では、これまでの考察を踏まえ、ま

た本書全体の暫定的結論をも兼ねて、情報ネットワーク社会におけ

る公共圏の一般理論の構築に向けての理論的ラフスケッチを提示す

る。

2 公共圏概念の理論的検討

市民的公共圏の原理ー一平等性・公開性・自律性

公共測の歴史的展開や、公共圏概念がハーバーマスの理論体系全

体の中で占める位置についての学説的検討は付論に譲ることとし、

ここでは本章の課題に関連する限りで重要性をもつと考えられる公

共圏の特性について理論的に検討しておきたい。

公共圏とは最も端的には「意見に関するコミュニケーションのた

めのネットワーク」であり、その中で「コミュニケーションの流れ

はフィルターにかけられ総合されて、そのときどきのテーマごとに

束ねられた公堕意志＝世論 (offentlicheMeinung) として集約される」

(Habermas 1992: 435)。また公共圏はそれと同時に、コミュニケーシ

ョン的行為自体によって再生産される「社会空間」でもある

(Habermas 1992: 436)。
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そうした社会空間として歴史上最初に形成されたのは、西欧の初

期市民社会でカフェやサロンを主な舞台として成立した文芸的公共

圏、つまり文学・芸術作品に関する議論を通して市民がアイデンテ

イティを形成していく自己啓蒙の場である。文芸的公共圏において

は、次の三つの原理が制度的基準として確立されていた (Habermas

[1962] 1990: 96-9 = 1994: 55-7)。

①「社会的地位を度外視」し、「単なる人間」として対等に議論

すること（平等性）。

②討論対象を入手し議論できる財産と教蓑さえあれば、すべて

の私人が「公衆」としてそこに参加しうるということ（公開性）。

③文学・芸術作品の解釈を教会や国家の権威に委ねることなく、

自律的で合理的なコミュニケーションによって、自分たちにとって

の作品の意味を求めていくこと（自律性）。

この三つの制度的基準、すなわち平等性・公開性・自律性は、文

芸的公共圏が公権力に対する批判の場、すなわち政治的公共囲へと

変化していくための甚礎ともなった。すなわち、この三つの基準を

成立原理とすることによって、公共圏で形成された世論は、政治シ

ステムを批判しコントロールしうるための妥当性の甚礎をもちえた

のである。

ただし、この三つの基準に基づく公共圏は、いうまでもなく歴史

的現実をそのまま反映したものではなく多分に規範的概念であり、

またそれと同時にひとつの理念型 コミュニケーション的合理性

に基づき、システムに対する批判的世論を形成する社会空間ーーと

して提示されていることに注意しなければならない。

現代の公共圏ーー自己言及的社会空間

以上のような市民的公共圏（文芸的公共圏および政治的公共阻）の理

念型はマス・メディアや大衆社会の発達とともにしだいにその実体
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を失ってゆくが、現代社会における公共圏の可能性についてハーバ

ーマスは否定的にのみ評価しているわけではなく、むしろ次のよう

な新たな展開の可能性を述べている。

公共圏という社会空間は、やがて物理的現前から離れて、メデイ

アによって媒介された仮想的な空間へと拡張し「抽象化」する。し

かしこの抽象化・仮想化の後も、公共圏の社会空間としての特性が

失われることはない。〔たとえばパソコン通信の電子会議室が「フォーラム」

と呼ばれるように〕かつて公共圏の物理的空間に与えられた「取り囲

まれた空間をあらわす建築的比喩」がしばしば用いられるという事

実が、そのことを示している。

このような現代の公共圏においては、市民的公共圏の三つの成立

原理、すなわち平等性・公開性・自律性は、次のようなかたちでそ

れぞれ（場合によっては変形を受けながら）具体化される〔この点はハー

バーマスは明確には述べておらず、箪者の視点からの解釈である〕。

①平等性に関して。マス・メディアを媒介として拡張され抽象

化された公共圏においては、かつての市民的公共圏における「単な

る人間」としての対等な関係とは異なり、「アリーナとギャラリー

の分化、舞台と観客席の分化」〔いいかえればアクターとオーディエンス

の分化〕が起こる。アリーナに主役として登場するアクターは、既

存の政党や圧力団体、宗教界・学会・芸術界あるいは芸能界などの

有名人、そしてジャーナリストなどである。アクターは公共圏での

「影響力をめぐる闘争」において公衆に対して主導的地位を占めて

いるが、その影響力は「最終的には……公衆の共鳴に、さらに言え

ば同意に支えられている」 (Habermas1992: 440)。すなわち、アクタ

ーは公共圏の中でオピニオン・リーダーとしての役割を果たすが、

その地位は多数のオーディエンスの支持によって支えられている。

②公開性に関して。これはさらに次の二つの側面に分けられる。

② a公共圏は、そこで論じられるテーマの面でも空間的規模の
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面でも、「何重にも分岐し」複数化している。テーマの面では学

問・文学・芸術・宗教あるいはフェミニズムや福祉・社会政策など

の様々な領域に分節化され、また規模の面ではローカルな「ちょっ

とした居酒屋・喫茶店•井戸端会議」から、「ロックコンサートや

党大会、教会大会」を経て、「個別化され地球規模で散在する読

者・視聴者という、マス・メディアによってつくられた抽象的公共

圏」にまで至る。しかし、こうした「一切の部分的公共喝は、互い

に相互浸透するための通路を数多くもっている」。この通路は、公

共圏に理念的に組み込まれている「無制約な平等と内容へのアクセ

スの権利」の原理によって確保される (Habermas1992: 452）。ここで

ハーバーマスが示唆するのは、複数のローカルな公共圏が「相互浸

透する通路」を通じて接続しあい、よりグローバルな公共圏へと拡

大・普遍化していくという可能性である。

②b公共圏は生活世界の内部に位置づけられるが、家族・近隣

社会・友人関係・同僚関係などの私的生活圏 (privateSphare) とは区

別される。ただし「公共圏のコミュニケーション回路は、私的生活

圏と接続されて」おり、公共圏において論じられるテーマは、まず

個々人の私的生活圏において主題化され、そこからフィルターにか

けられ、公共圏へと引き出される。すなわち、私的生活圏から公共

圏へというテーマの流れが存在する (Habermas1992: 442-3)。

③自律性に関して。社会空間としての公共圏は自己言及的な構

造をもっている。とくに現代の公共圏は、政治に対する「二重の方

向づけ」を特徴とする。「二重の方向づけ」とは、公共圏は「直接

に政治システムに影響を与えると同時に、市民社会と公共圏の安定

化と拡張、自身のアイデンテイティと行為能力の確保、これらにも

再帰的にかかわる」ということである。この自己言及性によって、

公共圏は「自己関係的」に再生産される (Habermas1992: 447)。つま

り公共圏は、世論形成によって政治システムに対する批判の機能を
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果たすのみならず、その批判の回路は公共圏（ないし生活世界）自身

にも自己言及的・自己反省的に向けられ、それによって公共圏の再

生産、担い手自身のアイデンテイティやコミュニケーション能力の

形成がおこなわれるということである。現代の公共圏の自律性の基

礎は、この自己言及性によって確保されると考えられる。

以上の諸点に整理される現代の公共圏の諸特性は、ハーバーマス

が現代の具体的な公共圏の中に市民的公共圏の理念型への接近の可

能性として見いだしたものであり、その意味で公共圏の「準理念型」

と呼ぶことができよう。

3 情報ネットワーク社会における公共圏の可能性

理念型への接近

先述のように、ハーバーマスの公共圏概念は実体的概念というよ

りは規範的概念であり、それはつねに、歴史的・社会的現実という

文脈の中に置きなおされ、現実との緊張関係を踏まえながら、批判

の根拠として位置づけられてきた。したがって、情報ネットワーク

社会における公共圏について構想する際にも、公共圏の理念型がは

らむ現実との緊張関係、そしてこの緊張関係を踏まえたうえでの批

判という、複眼的な視点をつねに保持していく必要がある。具体的

には、上述のような公共圏の理念型に接近していく可能性と、逆に

理念型から離反していく可能性という両面から、情報ネットワーク

社会における公共圏の可能性を理論的に考察していくというアプロ

ーチをとらなければならない。

そこで、ここではまず理念型への接近の可能性という側面から考

察をおこないたい。

ハーバーマスによる現代の公共圏の準理念型は、先述の内容から

も明らかなように、多分にマス・メデイアによって媒介された公共
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圏を前提としていた。しかしながらマス・メデイアとインターネッ

トのあいだには、技術的特性レベルでの一方向性と双方向・多方向

性という違いのみならず、それらに対して杜会的・文化的に付与さ

れた意味ないし機能においても多くの本質的な差異が存在する。そ

うした差異を考慮すれば、インターネット空間における公共圏が公

共圏の理念型に接近していく可能性について、次のように構想する

ことが可能である。

①平等性に関して。インターネット空間が基本的に、既存の社

会的属性・社会関係から自由な参加とコミュニケーションを許容す

る社会空間である点で、平等性を確保するうえで有利な環境を形成

していることはまず指摘できよう。

マス・メデイアに媒介された現代の公共圏で生じるアクターとオ

ーディエンスの分化は、インターネット空間においても発生しない

わけではない。ただしマス・メディアにおけるアクターが、しばし

ば既存社会の権威や声望に依存しているの．に比較して、インターネ

ット空間におけるアクターはインターネット空間内部での自らの情

報発信能力を基盤として登場することが多い（その典型的な例は、第

5節で触れる市民団体EFFにみることができる）。そうした意味でインタ

ーネット空間においては、マス・メディア空間と比較して、アクタ

ーとオーディエンスの役割分化は相対化するといえる。

②公開性に関して。インターネット空間への参加には一定の技

術的基盤の所有と技術的知識が前提となるが、それ以外には基本的

に参加を制約する条件は存在しない。その意味では、インターネッ

ト空間は原理的な公開性を確保している。さらにインターネット空

間がもつネットワーク性（新たな社会関係の形成）という特性は、こ

の公開性をより拡大する可能性をもつ。とくに先述の現代の公共圏

の準理念型との関係においては、次の二点が指摘できる。

②a複数の公共圏が互いに相互浸透するための通路を確保する
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うえで、インターネットがきわめて高い技術的有効性をもっている

ことは疑いないだろう。ハーバーマスはこの「通路」を、「無制約

な平等と内容へのアクセス権」という規範的要請のレベルでのみ提

示していたが、インターネットはそれを具体的に実現する可能性を

切り開いたといえる。その具体例は、第 5節で述べるアメリカの通

信品位法反対運動において、多くの市民団体や個人がインターネッ

トを通じて連帯したケースにみることができる。

②b現在のインターネット空間はマス・メディアよりも遥かに、

「私的生活圏からのテーマの流れ」を受け入れやすい構造になって

いる。これは、第 1章で述べたように、 1990年代のインターネッ

トの大衆化・個人利用者の増加によってさらに加速されたといえ

る。インターネット空間においては、私的生活喝からのテーマの流

れはローカルな「井戸端会議」的範囲にとどまることなく、きわめ

て容易にグローバルな空間へと流出し影響力を行使することができ

る。その典型は、第 1章の「はじめに」で触れた「東芝批判ホーム

ページ」にみることができよう'。

③自律性に関して。先述のように現代の公共圏における自律性

の基礎は、その自己言及性（自已反省性）にある。インターネット空

間およびその内部の多数の仮想空間は、（第2章で述べたように）それ

自体の中から共有すべきリアリティや規範を創出するという意味

で、自己言及性の高い社会空間であり、それゆえ公共圏の自己言及

性という特性と高い親和性をもっている。それを典型的に示してい

るのが、（第 1章で述べた） RFC(Request For Comments) という意志決定

1より政治的世論形成に志向したケースとしては、 1995年に日本の大学院生

が、フランスの核実験再開への反対署名をインターネットで募り、 79箇国

から 2万人の署名を集めたという典型的な事例があげられる（「朝日新聞』

1995年7月23日付朝刊）。
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方式、すなわちインターネットの様々な規格・規約をユーザー自身

の提案に基づいて定めていく方式であり、 RFCは「インターネット

というメデイアが提供する軋界大の“議論の場’'」（古瀬・廣瀬 1996:

171）、いわばグローバルな公共圏によって実質的に支えられている

のである。

このような自己言及的規範形成は、既存の社会関係にとらわれな

いネットワークを基盤とすることによって可能になる。それゆえ、

インターネット空間はネットワーク性（新たな社会関係の形成）をさ

らに促進する方向で規範形成をおこなうことにより、より高い自律

性を実現することができると考えられる。

理念型からの離反

インターネット空間における公共圏が、上述のような公共憑の理

念型へ接近していく可能性をもつ一方で、逆に理念型から離反して

いく可能性ももつことは否定できない。この両面性は、（第 1章で述

べた）情報ネットワーク社会におけるアンビヴァレントな社会的志

向の布置状況を反映している。

理念型から離反していく可能性については、次のように予測する

ことが可能である。

①平等性に関して。インターネット空間を平等性から離反させ

る第一の要因は、いうまでもなく（第 1章、第 4章などでも述べた）

I情報強者」と「情報弱者」との情報格差、あるいはアクセス権の
不平等の存在ないし拡大という問題である（この問題はいうまでもなく、

公開性にもネガティブに影響する）。インターネットが全体社会へ拡大

すればするほど、この「情報格差」もまた必然的に拡大せざるをえ

ないという意味で、この問題は根本的なジレンマをはらんでいる。

さらに、経済システムによるインターネットの市場化が進行すれ

ば、大企業などの経済的強者がインターネット空間における新たな
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アクターとして登場してくることにより、情報格差はさらに拡大し

ていくことが予想される。

②公開性に関して。インターネット空間を公開性から離反させ

る最大の要因は、政治システムによる監視およびそれに基づく規制

である。複数の公共圏が相互浸透する通路や、私的生活圏からの自

由なテーマの流れを確保するうえで、インターネットがいかに高い

技術的可能性をもっていたとしても、それは言論・表現・結社の自

由という憲法上の権利を保障する民主的法治国家の枠組の中ではじ

めて有効に機能することに注意しなければならない（事実、中国など

の社会主義屠では、インターネットに対して検閲を含む強い規制がおこなわれ

ていることが知られている）。

とりわけ政治・行政システムの情報公開と個人情報の保護とを核

とする情報民主主義の原理が法的・制度的に確立されていない場合

には、インターネット空間への監視の強化が民主主義一般にとって

さらに危険性を増すのは明らかであろう。

③自律性に関して。上述のような経済システムによる市場化、

ならびに政治システムによる監視・規制は、インターネット空間の

自律性にもネガティブな影響を及ぽす。しかしながらインターネッ

ト空間にとってより本質的な問題は、匿名性の増大によってネット

ワークが破壊され、自己言及的・自律的な規範形成が困難になると

いう可能性である。この無規範化の可能性が、（第 1章で述べたように）

個人の匿名的でミクロな行為の連鎖、あるいはミクロな権力への欲

望の増殖というかたちで、すでに至るところで現実のものとなりつ

つあるのは周知のとおりであり、またこれが政治システムによるイ

ンターネット空間への監視・規制をさらに強める呼び水となってい

ることはいうまでもない。

以上のように、平等性・公開性・自律性の三原則からなる公共圏

の理念型からインターネット空間を離反させていく諸要囚は、現代
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の情報ネットワーク社会の至るところで顕在化しつつある。したが

って、インターネット空間における批判的公共圏の形成の可能性と

いう問いは、まずこうした諸要因をいかにしてコントロールし、平

等性・公開性・自律性という理念を実現に近づけていくかという課

題として問われなければならないだろう。

以上述べてきた、ハーバーマスの公共圏概念の理念型および現代

における準理念型、そして今後の情報ネットワーク社会における公

共圏がもつ、理念型への接近と理念型からの離反という二つの可能

性についての考察をまとめれば、次のような理論的見取図を描くこ

とができるだろう（図5-1)。

図5-1 公共圏の理念型への接近と理念型からの離反

市民的公共圏 現代の公共圏 情報ネットワーク社会における公共圏

（理念型） （準理念型） 理念型への接近 理念型からの離反

平等性
アクターとオーデ 平等化

情報格差の拡大
ィエンスの分化 分化の相対化

経済システムによる市場化

複数の公共圏が相 --上と一ー一＿＿一_•――----------

互浸透する通路 政治システムによる監視・
公開性

規制
私的生活圏からの 同左、さらに拡大

テーマの流れ （ネットワーク性） - - - --- - 言ー▼— _ ＿ _ ＿ --＿ ＿ _ ＿ ----

匿名性

自律性 自己言及性 ミクロな権力への欲望

ミクロ公共圏とマクロ公共圏

以上の理論的考察を基礎とし、以下では経験的事例の検討を通し

て、情報ネットワーク社会における批判的公共圏の形成の可能性を
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探りたい。

ただしその前に、経験的事例の整理のための補助的な枠組として、

公共圏をミクロ／マクロの二つのレベルに分けてモデル化しておく

ことが有効であると思われる。この区別は、いうまでもなく第4章

での電子民主主義におけるミクロ／マクロの区別に対応している。

端的にいえば、ミクロな（電子）民主主義の基盤がミクロ公共圏、

マクロな（電子）民主主義の基盤がマクロ公共圏として、それぞれ

位置づけられる。

ミクロ公共圏とは、組織化されていない個人が主要なアクターと

なり、参加者にとってのアイデンテイティ形成の場となるような公

共圏である。そこで論じられるテーマは必ずしも政治的なものに限

定されず、日常生活や趣味なども含めた多様な領域にわたる。これ

は、世論形成ないし政治システムヘの批判よりは、自己言及性の側

面をより強くもつ公共圏のモデルといえる。 CMCネットワークを

基盤とするミクロ公共圏の場合、その空間的範囲は仮想空間の内部

に限定される場合が多くなる。

マクロ公共圏とは、市民運動などのかたちで組織化されたアクタ

ーが中心となり、政治システムヘの批判を中心的役割とする公共圏

である。したがってその活動空間は必ずしも仮想空間ないしインタ

ーネット空間の内部だけには限定されず、それをとりまく外部の政

治システムあるいは経済システムにかかわる問題に対して積極的に

コミットしていくことになる。

これまで公共圏をめぐる多くの議論においては、生活世界で形成

された世論を通してシステム（とくに政治システム）を批判的にコン

トロールしていくという役割が、公共圏に対してもっばら期待され

てきた。しかしながら公共圏を政治システムに対する批判機能によ

ってのみ評価するのは一面的なアプローチであるといわざるをえな

い。むしろ公共圏という社会空間は、その批判機能を公共圏ないし
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生活世界自身にも自己言及的・自己反省的に向けることによって、

討議が実現しうるための社会的条件を形成しまた再生産する空間で

あるという点に本質をみるべきであろう。なぜなら、（文芸的公共圏

と政治的公共圏の関係が歴史的に示すように）自己言及性・自己反省性と

いう基礎のうえでのみ、政治システムに対する冊論形成を通じた批

判も可能となるからである。その意味で、ミクロ公共圏はマクロ公

共圏の基礎としてきわめて重要な意味をもつものとして位置づけら

れなければならない。

4 ミクロ公共圏
—パソコン通信フォーラムにおける討議—

事実の経緯

まずミクロ公共圏の形成について考察するための事例として、

NIFTY -Serveの「コミックフォーラム」でおこなわれた、性表現の

自由に関する議論についての安）II-・ 杉山あかし (1999) による事

例研究を参照しながら検討したい。

このフォーラムでは、マンガ同人誌における性表現の規制を推

進・容認する立場と、表現の自由を擁護し規制に反対する立場との

あいだに基本的な対抗関係が存在した。この両者は、 1994年に

「マンガ作品の性表現に関する警察からの警告に対し、経営陣が自

発的に千葉県の幕張で開催予定であった同人誌即売会を中止とし

た」という事件の発生を受けて、激しい議論を展開する（安川・杉

山 1999:98)。

「性表現に関する制約はコミック同人誌作家にとって大きな足か

せとなる」として、性表現の自由を擁護する側の中心人物が規制推

進派とフォーラムで論争する一方、この人物の発言は他の多くのパ

ソコン通信ネットワークに転載されたり、またパソコン通信という
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仮想空間を離れ、様々なチャンネルを通じて多くのコミック同人誌

活動をおこなっている人々に配付されることによって「世論づくり」

がなされた。この後開催された他のマンガ同人誌即売会では、この

問題に関する資料集なども販売されたという（安｝II・ 杉山 1999:99)。

一方、規制推進・容認派の発言は、論争の展開の中で I逆説的な
意味」を担うことになる。たとえば同派が「青少年の健全な育成」

を規制の論拠にしようとすると、 I子どもの権利条約」が子どもを
「『保護の対象」としてではなく『権利行使の主体』と捉えている点」

をあなたはどう考えているのかという反論に出会い、「原理的なレ

ベルでの相手の主張を引き出す役割を担う」ことになった。

問いかけの深化は、すべてのものの価値をその存立基盤にま

で遡って課題化して行くことになる。ここでパソコン通信のフ

ォーラムという議論空間は、所与の価値観を疑うことにより、

新たなる社会的意味生産を行なう場となる可能性を持つ。（安

川・杉山 1999:100) 

以上のように安川・杉山は結論づけている。いいかえればこのケ

ースでは、議論の前提となる生活世界の背景的認識や価値が新たな

議論のテーマとして引き出されるという意味で、まさにハーバーマ

スのいう「討議」が展開されたということができる。

考察

この事例が示唆するものは、次の二点に整理することができよ

つ。

第一に、ミクロ公共圏は、私的生活圏からテーマの流れを受け入

れ、問題化することに適しているという点である。ハーバーマスが

いうように、公共圏全体の中には私的生活圏から流れ込んだ様々な

151 



テーマが「フィルターにかけられ総合されて」やがて「世論として

集約される」という大きな流れが存在するとすれば、ミクロ公共圏

はその流れの上流部分に位置するといえる。

このことは、パソコン通信が「〈問題解決型のメデイア〉という

よりも〈問題提起型のメディア〉」の傾向をもつという指摘（加藤

1991: 226) とも一致する。「主題化されうるものの地平の拡大」こそ

「生活世界の合理化」の指標であるとすれば (Habermas1985b: 186 = 

1995: 255）、インターネットやパソコン通信を基盤として問題提起機

能を果たすミクロ公共圏は、生活世界の合理化を推進する役割を担

うものとして位置づけることができよう。

第二に、しかしながらミクロ公共圏がもつこの可能性は、現実に

は多様な社会的アンビヴァレンスの中で変形を受け、あるいは封殺

されることもありうる。「コミックフォーラム」のケースにおいて

論争の展開を主に規定したのは、「青少年の保護」を論拠に性表現

の規制を主張する立場、いわば生活世界の伝統的価値を擁護する志

向性と、そこで依拠されている価値の根拠を批判しようとする志向

性との対立であったと考えられる。ミクロ公共圏は私的生活圏に隣

接しているがゆえに、生活世界の前反省的・伝統的価値が議論の前

提として流れ込むことが多く、それゆえに生活世界の合理化とは逆

行する志向性をも受容しやすいということが指摘できるかもしれな

い。

5 マクロ公共圏

ーー米・通信品位法をめぐって

対立の構図

ミクロ公共凋が、上述のように公共圏全体の大きなテーマの流れ

の上流、すなわち私的生活圏に近い場所に位置づけられるとすれば、
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マクロ公共圏は、その流れの下流、つまり政治システムに近い場所

に位置づけられるといえよう。ここではその事例として、アメリカ

の通信品位法をめぐる議論を取り上げたい。

1996年 2月に成立した新しい通信法の一部である通信品位法

(CDA = Communication Decency Act) は、ポルノなどの「有害情報」か

ら未成年者を保護するために、インターネット上で画像・テキスト

を問わず「下品な (indecent)」もしくは「明白に不快な (patently

offensive)」情報を掲示、通信した者を処罰するというものであった

（罰則は、 2年以内の禁固あるいは25万ドル以下の罰金を科すというものであ

った［木村・士屋 1998:155]）。これに対し多くの市民団体などが、こ

うしだ情報発信の規制は、言論の自由を保障したアメリカ合衆国憲

法修正第 1条汀こ反するとして、大規模な反対運動を展開した。

この反対運動において中心的な役割を果たしたアクターは、

ACLU (American Civil Liberation Union)、CDT(Center for Democracy and 

Technology)、そしてEFF(Electronic Frontier Foundation)などに代表され

る、いわゆるリベラル系の市民団体である。それらはいずれも自ら

のホームページで情報提供や意見表明をおこなうことなどによっ

て、インターネット空間での世論づくりを主導した。一方、通信品

位法賛成派の団体としては、「現在アメリカで最も強力な圧力団体

といわれている」キリスト教徒同盟 (ChristianCoalition)や、「家族童

視」をモットーに反ポルノを掲げる “Enoughis Enough" などの圧

力団休が、従来型のロビー活動を展開した（木村・土屋 1998:152-4)。

2合衆国憲法修正第 1条の全文は次のとおり。「連邦議会は、国教の樹立を規

定し、もしくは信教上の自由な行為を禁止する法律、また言論および出版の

自由を制限し、または人民の平穏に集会をし、また苦痛事の救済に関し政府

に対して請願をする権利を侵す法律を制定することはできない。」（宮沢編

1983: 51) 
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このようなアクターの対抗関係から示唆されるように、通信品位

法をめぐる論争は保守対リベラルというアメリカの伝統的な政治的

価値の対立の反映という側面を強くもっており、通信品位法制定の

背景には、保守派政治家によるインターネット規制の動きが存在し

た。法案を推進した一人である Grassley上院議員は、 1995年6月26

日、議会において「カーネギーメロン大学の研究者によって指導さ

れた注目すべき論文」を論拠とし、「インターネソトで入手できる

すべてのコンピュータ化された画像のうち 83.5％が、ポルノグラフ

ィ」であったという発言をおこなった。しかしここには、「故意か

らか無知からかは判らないが」いくつかの誤解があった。同上院議

員が発言の根拠とした論文によれば、調査対象となったのはインタ

ーネット全体ではなく、あくまでUSENETニュースグループの中

の成人向け電子掲示板のみに過ぎなかった。この論文で提示されて

いるデータから計算しても「ポルノグラフィは、全インターネット

の情報贔のうち、 0.5%」に過ぎなかったにもかかわらず、「83.5パ

ーセントという数字が一人歩き」し、結果的にこの論文は「インタ

ーネットを規制するための武器を切望していた保守派政治家に格好

の武器を与え」るかたちとなった（奥田 1996:247-50)。

しかしこの法案をめぐる論争においてより重要なのは、伝統的に

ハッカー文化に基づいて運営されてきたインターネット空間の自律

性を守ろうとする勢力と、政治システムによるインターネット空間

の規制を強めようとする勢力との対立という側面である。後者の勢

力は、インターネットの商用化をより促進するために、それをマ

ス・メディアとくにTVと同様のやり方で規制し、無害で「安全な」

空間にしようとするという志向をももっていた (Breslow1997: 237)。

その意味で、通信品位法の法制化の動きは、政治システムと同時に

経済システムによるインターネット空間の「植民地化」への動きで

あったとみることもできる。
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通信品位法反対派の主張のポイントは、インターネットにおける

ポルノそのものを擁護することにではなく、主として次の三点にあ

った。

第一に、「下品」「明白に不快」という曖昧で主観的な定義による

規制は拡大解釈される危険があり、これによってインターネットに

対する検閲が正当化され、言論・表現の自由が侵害される。

第二に、（第一点と関連するが）活字メデイアなど他のメディアでは

合法的にアクセスできる情報（文学作品、絵画、ヌード写真、あるいば性

教育やセクシュアル・ハラスメント関連の記事など）までがインターネッ

ト上では流せなくなるのではないかという危惧である。「書店や図

書館で許されているものがなぜインターネットでは許されないの

か。通信品位法は子どもを守るのではなく、大人を検閲することに

つながり、その目標を超えて適用される危険性があるというのであ

る。自由な通信メディアであるインターネットがアメリカで最も規

制されるメディアとなってしまうという危惧がそこにはあった」

（木村・土屋 1998:157-8)。

そして第三に、未成年者をポルノなどの有害情報から守るのは親

の責任であり、またそのためのソフトウェア的手段は容易に開発可

能である、という点である。

反対運動の経緯

反対運動は主として、違憲訴訟と、法廷外でのキャンペーン・世

論づくりという二つの方法でおこなわれた。

クリントン大統領が法案に署名した2月8日、規制に反対する市

民団体、出版社、通信事業者など57団体が、上述のような理由か

ら通信品位法は違憲であるとして、フィラデルフィア連邦地裁に同

法の施行差し止めを求める訴訟を起こした。また2月27日にはアメ

リカ図書館協会を筆頭とする 40以上の企業・団体からなる原告団
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が、ほぽ同じ内容の訴訟を同地裁に起こした。同地裁は二つの訴訟

をまとめて同時に扱うこととし、連邦高等判事一人を含む三人の判

事からなる特別法廷を構成した。

フィラデルフィア連邦地裁特別法廷は全員一致で、 6月11日、原

告側の主張をほぽ全面的に認め、インターネットの通信内容を政府

が規制することは憲法修正第 1条が禁止する検閲にあたるとし、こ

れを禁止する判決をくだした。これを不服とし連邦政府・司法省は

連邦最高裁に飛躍上告をおこなったが、最高裁も翌1997年6月26

日、これまでの裁判所の判断を支持し、通信品位法は違憲であると

の判決をくだした。判決理由のポイントは三つあり、①インターネ

ットは修正第 1条の高度な保護に値する独自のメディアである、②

したがって、通信内容に対する規制は違憲である、③ユーザー側で

有害情報をカットするための技術は、内容規制よりもはるかに効率

的であり、かつはるかに非制限的である、というものであった。す

なわち、反対派の主張は三点ともほぽ全面的に認められたことにな

る。この判決を受けて通侶品位法反対派は勝利宣言を出した（木

村・土屋 1998:162)。

一方、法廷外でのキャンペーン・世論づくりは主としてインター

ネット上でおこなわれた。通信品位法が制定されたその日に、 EFF

(Electronic Frontier Foundation)の中心人物の一人であるジョン・ペリ

ー・バーロウは、「私たちが築きつつあるグローバルな社会空間は、

本質的に圧政から独立したものである」とする「サイバースペース

独立宣言」をEFFのホームページでおこない、インターネット空間

への政府の干渉を強い調子で非難した (Barlow1996)。また、やはり

EFFが中心となって展開された「ブルー・リボン・キャンペーン」

（「オンラインでの表現の自由のためのキャンペーン」）では、政府によるイ

ンターネット空間への介入・検閲への反対の意志を、各自のホーム

ページに貼りつけるブルー・リボンのシンボルによって表明し、こ
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のブルー・リボンをクリックすることでEFFの通信品位法反対に関

するホームページにリンクできるというものであった。この運動に

は主だった反対派市民団体が参加したのみならず、アメリカ内外の

多くの団体・個人のホームページがこのブルー・リボンのシンボル

を貼りつけることによって、反対運動への賛同の意志を表明した

（木村・上屋 1998:158)。なお、このブルー・リボン・キャンペーンは、

現在も中国政府によるインターネットの検閲への反対運動を主なテ

ーマとして続けられている (Electronic Frontier Foundation 1999)。

EFFは（第 1章で詳述したとおり）インターネットにおける市民的自

由の擁護を目的として、上述のバーロウらによって 1990年にサン

フランシスコで設立された市民団体である。それはハッカーたちを

その中心的メンバーとしつつも、単にハッカーのみの利害を代表す

る団体ではなく、「情報の自由な流れにともなって生じる深刻な諸

問題」に関して、既存社会との調整をめざして世論形成・政策提言

などの活動をおこなうことを基本的な「使命」としている

(Electronic Frontier Foundation 2000)。

こうしたEFFの活動の本質は、かつて初期インターネットのハッ

カーたちの運動の根底にあった電子民主主義・情報民主主義の理念

をより広く社会に浸透させようとすることであるといえる。これに

代表されるようなインターネット上での世論形成・政治行動は他の

様々な分野での議論に応用され有効性を発揮しつつあるが3、その

最も先駆的かつ効果的なケースが、この通信品位法反対運動であっ

たと位置づけることができる（木村・土屋 1998:168)。

3その具体的な事例については、岡部 (1997) を参照。一例だけあげれば、カ

リフォルニア J•I1で政府情報のデータベースの公開を求める運動に対する支持

が電子メールによって集められ、その結果、情報公開を求める住民の主張が

認められている。
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考察

この通信品位法への反対運動を、インターネット空間におけるマ

クロ公共圏の形成の事例として解釈した場合に読み取れることとし

て、次の三点をあげることができる。

第一に、この論争を通じて、インターネット空間自体がまさに自

己言及的・自己反省的に討議のテーマとして主題化されることによ

り、その社会空間としての自律性が、言論・表現の自由という憲法

理念のもとに、擁護されるべき価値として法的に承認されたという

点である。ハーバーマスがいうように、言論・表現の自由をはじめ

とする憲法上の基本権は、個人が公共困に参加するための制度的保

障をなす（本書付論を参照）。インターネットがこの基本権の保障に

値するメディアとして法的・社会的に認知されたことは、まさにイ

ンターネットが公共圏の基盤としての社会的意味を公的に付与され

たことを意味するといえよう。

第二に、この運動では、世論形成自体が主としてインターネット

空間でおこなわれることによって、国境をも含む既存社会の境界を

越えた公共圏の形成の可能性が示されたという点である。ブルー・

リボン・キャンペーンには、上述の市民団体や企業などの法人にと

どまらず多くの個人が賛同者として参加した。また違憲訴訟には、

インターネット上の「申込用紙」で手続きをした国外からの原告を

も含む 5万人以上の個人が原告として加わったという（「朝H新聞」

1997年6月28日朝刊［大阪版］）。このことは、インターネット空間にお

いてはアクターとオーデイエンスの役割分化が相対化し、また多様

な複数の公共圏が［互いに相互浸透するための通路」が形成される

という（第3節での）理論的仮説を例証しているといえよう。

また通信品位法反対運動にフェミニズム運動が参加したという事

実も、複数の公共圏の相互浸透の典型的な例とみなすことができる。

フェミニズム団体「自由な表現を求めるフェミニストたち」
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(Feminists for Free Expression)は、性教育、 AIDS、乳癌、同性愛、レイ

プ、セクシュアル・ハラスメントなどの女性をめぐる社会的諸問題

に関するインターネット上での議論までも、通信品位法は禁止しか

ねないという危機感から、違憲訴訟の原告に参加した（木村・土屋

1998: 167-8)。

第三に、公共圏と経済システムとの関係は、必ずしもつねに対立

的なものとは限らないという点である。先述したように、たしかに

通信品位法は経済システムによるインターネット空間の植民地化と

いう側面ももってはいた。しかしその一方で、違憲訴訟の原告団に

通信事業者などの情報通信関連企業が参加したことに象徴されるよ

うに、インターネット空間の自律性を擁護し、自由なコミュニケー

ションの場を確保することが、むしろ経済的利益と一致するという

側面もある。すなわち、公共厨と経済システムとのあいだには、い

わば戦略的協調関係が成立する余地があるといえるのである。 EFF

と並ぶ通信品位法反対派の中心団体のひとつであるCDT(Center for 

Democracy and Technology)が40以上の情報通信関連企業からの援助を

受けているという事実も、その傍証として解釈することができよう

（木村・土屋 1998:153)。

6 結びにかえて
—理論的ラフスケッチ

インターネット空間と公共圏の歴史

第 4 節•第 5 節で検討された経験的事例はいずれも、どのように

しで情報ネットワーク社会の多様なアンビヴァレンスを解決ないし

コントロールし、批判的公共圏を実現に近づけるかという課題に対

して、多くの示唆を与えるものといえよう。しかしながらこれらは

あくまで個別的事例とその検討という段階にとどまるものであり、
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これらをただちに、情報ネットワーク社会と公共圏をめぐる一般理

論の構想へと直結させることはいまだ困難であるといわざるをえな

い。そのような一般理論の構想・構築は、あくまで今後の課題とし

なければならないであろう。

最後に、そうした一般理論の構築に向けての補助線のひとつを理

論的なラフスケッチのかたちで提示することによって、本章および

本書全体の結びにかえたい。その補助線は、インターネット空間の

歴史と、ハーバーマスによって提示された公共圏の歴史とを、あえ

てその歴史的時間の大きなずれを捨象しながら重ね合わせることに

よって可視化されてくる。

初期インターネットのハッカー文化は、佐藤俊樹もいうように

「かなり古典的な啓蒙主義の立場」に立つものであった。そこでは

つねに個人の実名性が確保され、責任の所在が明らかにされていた。

こうしたヴォランタリー・アソシエーションとしてのインターネッ

トは、「近代社会にとって、むしろ先祖返り」であり「近代のもっ

とも正統的な姿」「原近代」であったといえる（佐藤 1996:223-4)。

その意味で初期インターネットは、一種の文芸的公共圏の再現と

みなすこともできる。文芸的公共圏における市民の自己啓蒙の媒体

が文学・芸術作品であったのに対し、初期インターネットにおける

それは、コミュニケーションの技術的基盤としてのインターネット

それ自体であったといえよう。その技術は単にコミュニケーション

という既知の「目的」のための「手段」ではなく、むしろ技術自体

がRFCのようなかたちでコミュニケーションのテーマとして浮上

するという意味で、まさに成員（とりわけハッカーたち）の自己形成

の媒体そのものであったといえる。

1990年代以降のインターネットの大衆化・商業化は、高度な技

術的リテラシーをもたない大量の匿名的ユーザーを流入させ、ヴォ

ランタリー・アソシエーションとしての初期インターネットの姿
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は、少なくとも表面上は稀薄化したようにみえる。とりわけその

「匿名性」が、現在のインターネットをめぐる社会的諸問題の根源

として指摘されることも既述のとおりである。それゆえに、「少数

の特殊な人々〔すなわちハノカーたち〕の組織だったからこそ、イン

ターネットはすぐれてコミュニティたりえた」（佐藤 1996:230) とい

う皮肉な視点も成立する。

この匿名的大衆の流入にともなう変容もまた、ハーバーマスが分

析した公共圏の構造転換、すなわち 19世紀以降のマス・メディア

の発達にともなう市民的公共圏の崩壊、そして政治／経済システム

にコントロールされる擬似的公共圏の出現という過程ときわめて相

似的である。そうした意味で、インターネットにおける「ヴォラン

ティアから商業主義へという転換もまた、近代社会創世の歴史のく

り返し」（佐藤 1996:230) として理解することができる。

さらに佐藤がいうように、「社会全体でみた場合、インターネッ

トのコミュニティのようなあり方は将来的にも一部分にとどまるだ

ろう。それが社会全体に一般化するとは考えにくい。日常的な生活

のレベルでは、個人個人の生き方はこれからもっともっと多様な姿

を取るはずである」（佐藤 1996:232-3)。そうした個人の生活軋界の

さらなる多様化は、インターネット空間内に分節化されてくる、多

様で自己言及的な仮想空間の増殖によって、さらに加速されるだろ

う。そうした仮想空間の中では、ポストモダン・アプローチが語る

ような「アイデンテイティの散乱」も現実に生起するだろう。

しかしながら、これも佐藤が認めているように、そうした多様な

仮想空間のメタ・レベル、すなわちインターネット空間を含む情報

ネットワーク社会全体のレベルにおいては、やはり「自律的な個人

主体」をミクロレベルでの構成要素とし、政治システムと経済シス

テムがマクロレベルでの制御を担う社会、すなわち生活世界とシス

テムの二層からなる「近代社会」が、今後も存在しつづけると考え
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ざるをえない。その意味で、情報ネットワーク社会はあくまでも近

代社会の延長線上にある。

自己反省の二重化

それゆえ、インターネットの歴史が近代社会の（とりわけ公共圏の）

歴史を反復して再現しているようにみえるのは決して偶然ではな

い。ハーバーマスやギデンズが述べるように、近代社会の最も本質

的な特徴をその自己反省性 (reflexivity) ないし自己言及性 (self-

reference) にみるとすれば、インターネット空間の最も本質的な特徴

は、その自己言及性を社会のあらゆるレベルにより一般化しラディ

カル化するという点にみることができるからである。それが可能と

なったのは、いうまでもなく（これまで本書の各所で指摘してきたように）

〈仮想社会〉が本質的かつ一般的にもつ自己言及性による。インタ

ーネット空間においては、システムの中枢部にいる者、あるいは生

活世界の文化的再生産を専門的に担ってきた知識人だけではなく、

理念的にはすべての市民が情報を共有しコミュニケーションをおこ

なうことによって、システム／生活低界両方の自己観察、自己主題

化という意味での自己言及的営みに参加することが可能となる。

ただし、この自己言及のラデイカル化もまたアンビヴァレンスの

中にある。なぜなら自己言及は、コミュニケーション的・批判的方

向に向けてのみならず、道具的・戦略的方向に向けても、まった＜

同様におこなわれうるからである。それゆえインターネット空間の

中では、自己反省的な公共圏が形成される一方で、電子的な監視社

会の形成、あるいは匿名的でミクロな権力追求の連鎖が生起する。

かつては潜在的可能性のレベルにとどまっていたそうしたアンビヴ

アレントな志向性の両面を、インターネット空間はそこに参加する

すべての市民に対して一挙に可視化・顕在化させたのである。

しかしながら、近代社会に固有の空間としての公共圏の本質はま
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さに、自らをとりまくアンビヴァレンスの全体を自己言及的＝自己

反省的に主題化し批判しうるという点にこそあった。それゆえにイ

ンターネット空間における公共圏の本質は、インターネット空間に

よってラデイカル化されたアンビヴァレントな自己言及性の全体を

も、さらに自己言及的に主題化し批判しうるという点、いわば自己

言及＝自己反省の二重化という点にこそ求められよう。

自己反省の深化が「未完のプロジェクト」としての近代の基本的

方向性であるとすれば、インターネット空間という新たなフロンテ

ィアに形成される公共圏は、このプロジェクトを「完成」へと近づ

ける通路の役割を、少なくともひとつの可能性として担いうるので

ある。
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